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ヒアリングで指摘された問題①
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○ 第２回検討会のヒアリングで指摘された医療の質に関する問題は以下のとおり。

• 主に外科的手法を用いて疾病による変形を正常な状態に近づける形成外科と同じ基本手技を発展させて行う美容

外科診療は、臨床解剖学や創傷治癒学といった形成外科学を基礎として学んだ上で、実際に多岐な手術を行い、

習得していく必要がある。

• 美容医療の合併症の治療に対応するには、解剖学、病理学、創傷治癒学などの知識と経験が必要であるが、形成

外科、皮膚科の専門研修を受けていない医師は、それに対応できていない。

• 十分な教育、研修を受けておらず、美容医療はもとより医療人としての基本的な知識、技能、態度が不十分な医

師（歯科医師を含む）による美容医療の被害が生じているのではないか。

• 患者の健康や安全よりも経営効率を優先する医療機関が存在する。

医師の知識・技能等に関する問題

• 医療における合併症は一定の割合で必ず存在し、その対応は合併症が発生した医療施設が責任を持って対応すべ

きであるが、軽微から重篤な合併症に対して治療を行った施設で対応できていないケースや、受診後に担当医に

経過やトラブルについて相談しても拒絶され相談できないケース等が存在。

• 治療の効果とリスク（通常起こりうるものも含む）について、美容医療実施機関における事前の説明と治療後の

対応が不十分であった患者が他の皮膚科専門医を受診し、通常診療を圧迫している。

アフターケアに関する問題



ヒアリングで指摘された問題②
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• 美容医療は医療の一分野である以上、科学的エビデンスに基づく安全性と効果の評価が確立した治療を行うべき

であるが、効果や安全性が確認されていない治療の結果、副作用や効果が感じられない等のトラブルが存在。

医療機関が遵守すべき基準・水準について

• 患者がインターネット等で情報を得ており、適切な医療機関を選択する知識・情報が不十分。

• 患者が正しく安全な医療機関を見極められるような仕組みが必要。業界団体が制定した運営ガイドラインを遵守

している施設を認定し、認定医療機関で安全性の高い治療だけを受けるように啓発する必要がある。

• 違法広告の取締りが機能していない。

患者による理解・適切な医療機関の選択に関する問題

• 「ほくろ除去1,980円～」の広告を見て受診したところ、「見積もりは180万円だが、今日なら割引して120万

円に安くなる。」と密室で説得され、当日のうちに多数の「ほくろ」を切除された事例。

• 患者の知識が少ないことを利用され、不相応に高額な費用を支払わされている事例。

• 医師以外のスタッフによるカウンセリングが強引で、希望していない施術を契約するまで帰宅できなかった事例。

診療契約締結時の問題

• 美容医療によるトラブルにおいて、事例の行政への報告方法等が十分に明らかになっていない。

• 合併症には、ショックや重篤な感染症など生命に関わるものから、失明、組織壊死、瘢痕拘縮など重篤な後遺症

を残すもの、傷跡、炎症、色素沈着など醜形を残すものなど様々であるが、その実態が明らかになっていない。

実態の把握に関する問題
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実態調査の概要
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○ 株式会社野村総合研究所に委託して医療機関、患者、保健所に対して実態調査を行った。

医療機関向け調査 患者向け調査 保健所向け調査

対象

• 日本美容外科学会（JSAS）、
日本美容外科学会（JSAPS）、
日本美容皮膚科学会の会員医師のう
ち、医療機関の管理者

• 医療情報ネット（ナビイ）で
美容外科・皮膚科の標榜が確認でき
た2,223の医療機関の管理者

• 調査会社に登録しているアンケートパ
ネル（19,042人）のうち、美容医療を
受けたことがある方4,138人

• 全国の保健所（468件）

実施方法

回収状況
417件

（2024年8月20日～2024年9月17日）

600人
（2024年８月24日～2024年８月26日）
※4,138人の内、何らかの問題の経験がある

として詳細設問に進んだ回答者

222件
（2024年８月20日～2024年９月13日）
※これまで美容医療に関する相談を受け
た実績がない保健所については集計の

対象外

• 学会の協力を得て、学会所属医師に対
しては、学会経由でWebアンケートの
URLを案内

• そのほか、医療情報ネット（ナビイ）
で美容外科・皮膚科の標榜が確認でき
た医療機関に対して、Webアンケート
のURLやQRコードが書かれた依頼状を
郵送

• アンケート会社のパネルを利用した
インターネットアンケート

• 全国の保健所に対して、厚生労働省か
らシステム上で電子的に調査票を送付



2021年4月1日

調査結果

（１）医療機関の医療提供体制について

（２）患者に対する説明・アフターフォローについて

（３）法令に関する理解について

➢医療機関側の理解

➢患者側の理解

（４）契約について

（５）その他 健康被害・相談の状況について



臨床研修修了直後の医師採用について
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○臨床研修修了直後の医師を採用したと回答した医療機関は約5%～約10%の割合で存在。

医療機関 患者 自治体

※医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象

5.8%

6.2%

7.4%

9.8%

7.4%

94.2%

93.8%

92.6%

90.2%

92.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020年度（4月入職）

2021年度（4月入職）

2022年度（4月入職）

2023年度（4月入職）

2024年度（4月入職）

臨床研修修了直後の医師採用有無

１人以上採用した 採用していない



診療に従事する医師の経験年数について
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○医師が一人であるいは責任者として治療の実施に携わるまでの平均年数について、切開を伴わない比較的低

侵襲な治療に関して半年未満という医療機関が３割前後存在し、また、高侵襲の治療においても１年未満と

いう医療機関は約17%存在。

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、実施している美容医療の類型について、
※1：「レーザー、超音波、加熱・冷却など機器を用いた皮膚表面以外への処置（HIFUを含む痩身など）」と回答した225の医療機関が対象
※2：「レーザー等の照射を伴う皮膚表面に対する処置（脱毛、シミ等の除去など）」と回答した369の医療機関が対象
※3：「切開を伴わない、穿刺・注入・糸等を用いた施術（ボトックス注射、ヒアルロン酸注入、フェイスリフトなど） 」と回答した279の医療機関が対象
※4：「下記以外の切開を伴う施術 （目頭切開、ほくろ除去など）」と回答した228の医療機関が対象
※5：「全身麻酔や静脈鎮静を併用する、切開の中でも侵襲の大きな施術（脂肪吸引、豊胸手術など） 」と回答した81の医療機関が対象

37.3%

32.5%

25.1%

7.9%

7.4%

9.3%

9.2%

12.2%

11.0%

9.9%

12.0%

9.2%

11.8%

14.5%

17.3%

12.0%

13.3%

15.8%

15.4%

11.1%

12.4%

11.7%

11.8%

15.4%

19.8%

16.9%

24.1%

23.3%

36.0%

34.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

レーザー、超音波、加熱・冷却など機器を用いた皮膚表面以外

への処置（HIFUを含む痩身など）※1

レーザー等の照射を伴う皮膚表面に対する処置（脱毛、シミ等

の除去など）※2

切開を伴わない、穿刺・注入・糸等を用いた施術（ボトックス注

射、ヒアルロン酸注入、フェイスリフトなど）※3

下記以外の切開を伴う施術（目頭切開、ほくろ除去など）

※4

全身麻酔や静脈鎮静を併用する、切開の中でも侵襲の大きな

施術（脂肪吸引、豊胸手術など）※5

治療種類別の医師が一人であるいは責任者として実施に携わるまでの平均経験年数

半年未満 半年～1年未満 1年～2年未満 2年～5年未満 5年～10年未満 10年以上



診療に従事する医師の経験件数について
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○医師が一人であるいは責任者として治療の実施に携わるまでの平均実施経験件数が0件（施術経験なしで一

人であるいは責任者として治療を行う）という医療機関が存在。また、いずれの治療についても20件未満と

の回答が40％を超える。

医療機関 患者 自治体

※医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、実施している美容医療の類型について、
※1：「レーザー、超音波、加熱・冷却など機器を用いた皮膚表面以外への処置（HIFUを含む痩身など） 」と回答した225の医療機関が対象
※2：「レーザー等の照射を伴う皮膚表面に対する処置（脱毛、シミ等の除去など）」と回答した369の医療機関が対象
※3：「全身麻酔や静脈鎮静を併用する、切開の中でも侵襲の大きな施術（脂肪吸引、豊胸手術など） 」と回答した81の医療機関が対象
※4：「切開を伴わない、穿刺・注入・糸等を用いた施術（ボトックス注射、ヒアルロン酸注入、フェイスリフトなど） 」と回答した279の医療機関が対象
※5：「全身麻酔や静脈鎮静を併用する、切開の中でも侵襲の大きな施術以外の切開を伴う施術 （目頭切開、ほくろ除去など）」と回答した228の医療機関が対象

5.3%

7.0%

2.5%

3.9%

12.7%

27.6%

20.3%

16.0%

16.1%

14.0%

24.0%

23.3%

30.9%

28.3%

21.1%

17.8%

18.2%

24.7%

22.9%

20.2%

10.7%

7.6%

9.9%

10.0%

8.3%

14.7%

23.6%

16.0%

18.6%

23.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

レーザー、超音波、加熱・冷却など機器を用いた皮膚表面以外へ

の処置（HIFUを含む痩身など）※1

レーザー等の照射を伴う皮膚表面に対する処置（脱毛、シミ等の

除去など）※2

全身麻酔や静脈鎮静を併用する、切開の中でも侵襲の大きな

施術（脂肪吸引、豊胸手術など）※3

切開を伴わない、穿刺・注入・糸等を用いた施術（ボトックス注

射、ヒアルロン酸注入、フェイスリフトなど）※4

全身麻酔や静脈鎮静を併用する、切開の中でも侵襲の大きな

施術以外の切開を伴う施術（目頭切開、ほくろ除去など）※5

治療種類別の医師が一人であるいは責任者として実施に携わるまでの平均実施件数

0件 10件未満 10件以上20件未満 20件以上50件未満 50件以上100件未満 100件以上



診療に従事する医師の経験・専門性について
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○医療機関で従事する医師について、治療を行う上で経験年数や実績、医療機関内での研修、専門医等の要件を設け

ていないと回答した医療機関が54.4%存在。また、要件を設けている医療機関では、専門医資格を必須とするところ

が61.1%と最も多い。

医療機関 患者 自治体

※1：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象
※2：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、「従事する医師について、施術を行う上で経験年数や実績、医療機関内での研修、専門医等の要件を
設けている」と回答した190の医療機関が対象

54.4% 45.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従事する医師について、施術を行う上で経験年数や実績、医療機関内での研修、専門医等の要件の有無
※1

設けていない 設けている

61.1%

50.5%

48.9%

34.7%

32.1%

26.8%

3.2%

0% 25% 50% 75%

専門医資格

臨床経験年数(医師歴)

美容医療経験年数

貴医療機関内スキル認定

施術件数

貴医療機関内での研修制度の修了

その他

設けている場合、具体的な要件（複数回答）
※2



診療録の記載に係る医療機関のルールについて
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○カルテ記載に関してルールを定めた上でその周知を行っていると回答した医療機関は約半数にとどまった。

また、ルールがないと回答した医療機関は2割弱存在した。

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象

53.7% 26.4%

1.0%

18.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

診療録（カルテ）の記載内容における取り決め

記載内容にルールがあり、研修などルール周知を行っている 記載内容にルールはあるが、研修などルール周知は行っていない

その他、記載内容に関する何らかの取り決めが存在する 記載内容にルールはない



カウンセラーの採用有無について
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○カウンセラーを採用している旨の回答をした医療機関は全体の約44％であった。

医療機関 患者 自治体

43.9%

56.1%

カウンセラーを採用している医療機関の割合

採用している 採用していない

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象



カウンセラー等による診察・施術実態について
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○カウンセラーや受付スタッフからカウンセリングのみならず、診察・施術を受けたことがあると回答した患者は

一定数存在した。また、誰から診察・施術を受けたか分からない者も一定数存在した。

52.8%

35.2%

34.5%

21.7%

0.3%

6.7%

64.8%

26.5%

20.5%

8.7%

0.3%

6.7%

57.5%

37.7%

13.8%

6.3%

0.5%

7.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師

看護師

カウンセラー

受付スタッフ

その他

分からない

これまで美容医療でカウンセリング・診察・施術を行っていたことがある職種（複数回答）

カウンセリング（施術メニューの希望などの確認） N=600

診察（身体や肌の状態などの確認） N=600

施術 N=600

医療機関 患者 自治体

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者が対象



医療機関における研修体制・他院との連携体制等について
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○施術技術に関する研修や、施術後の管理についてのルールがないと回答した医療機関が多く、

特に麻酔下施術を行う医師に対する麻酔・全身管理に関する研修がないと回答した医療機関は60%を超えた。

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象

60.2%

47.7%

37.2%

35.7%

28.5%

25.4%

23.5%

39.8%

52.3%

62.8%

64.3%

71.5%

74.6%

76.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

麻酔下施術を行う医師に対する麻酔・全身管理にす

る研修

施術後翌日の患者診察のルール

施術ごとに実施可能な医師の限定要件

自院で対応不可能な修正・後遺症について、連携する

診療所や病院

施術後数日後から１週間後の患者診察のルール

手術・投薬に関する年齢や既往症による適応・不適応

のルール

施術の技術に関する研修

医療機関における研修制度・ルール・連携先医療機関の有無

なし あり

施術の技術に関する研修



医療機関における研修体制について
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○施術の技術に関する研修がないと回答した医療機関は約24%存在した。

研修がない理由としては、必要性を感じないなどの意見も多く見られたことから、必要性の訴求が求められる。

医療機関 患者 自治体

18.4%

12.2%

6.1%

6.1%

63.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研修の必要性を感じないから

経営者の判断によるから

研修の準備・実施に時間や費用がかかるから

研修のやり方がわからないから

その他

「施術の技術に関する研修」がない理由（複数回答）

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、医療機関に「施術の技術に関する研修」がないと回答した98の医療機関が対象
※ その他 ：「管理医師1人体制のため」、「院長のみが施術するため」、「経験ある医師のみ採用するため」、「全身麻酔で行うような美容医療までは行っていな
い」、「臨床現場でその都度教えるため」 等



2021年4月1日

調査結果

（１）医療機関の医療提供体制について

（２）患者に対する説明・アフターフォローについて

（３）法令に関する理解について

➢医療機関側の理解

➢患者側の理解

（４）契約について

（５）その他 健康被害・相談の状況について



美容医療を受けた患者が十分な説明を受けられなかった事例について①

○いずれの説明内容においても、半数近くの患者は十分な説明を得られなかった経験を有していた。

○また、十分な説明がなく、仕上がりに不満がある・健康被害を被った経験があるとした患者が一定数存在する。

医療機関 患者 自治体

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者が対象

11.8%

8.7%

12.5%

10.3%

10.5%

10.2%

15.7%

10.2%

15.7%

11.0%

9.0%

10.5%

14.8%

21.0%

12.7%

13.7%

14.2%

12.3%

7.0%

8.8%

6.0%

9.0%

9.0%

8.7%

44.8%

44.3%

43.7%

49.7%

47.7%

46.0%

5.8%

7.0%

9.5%

6.3%

9.7%

12.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

施術内容に関して

施術の効果や仕上がりに関して

利用する機器や薬について

施術の料金に関して

施術のリスク（副作用、合併症・後遺症など）に関して

合併症・後遺症が起こった場合の対応に関して

十分な説明を得られなかったことはあるか

十分な説明がなく、不満・不安に思ったことがある 十分な説明がなく、納得いく施術選択ができなかったことがある

十分な説明がなく、仕上がりに不満があったことがある 十分な説明がなく、認識していない健康被害を被ったことがある

説明が不十分だったことはない 覚えていない

18



美容医療を受けた患者が十分な説明を受けられなかった事例について②

19

○美容医療で十分な説明が得られなかったケースにおいて、医師以外のカウンセラー・看護師・受付スタッフが説明

していたケースやそもそも説明されていないケースが一定程度存在する。

施術内容に関して※1 利用する機器や薬について※2
施術のリスク（副作用、合併症・後遺症など）

に関して※3

118名

39.9%

50名

16.9%

67名

22.6%

32名

10.8%

0名

0.0%
3名

1.0%

26名

8.8%

94名

33.5%

63名

22.4%

64名

22.8%

32名

11.4%

0名

0.0%

5名

1.8% 23名

8.2%

105名

41.0%

48名

18.8%

52名

20.3%

26名

10.2%

0名

0.0%

6名

2.3% 19名

7.4%

十分な説明を得られなかったケースにおいて、主に説明していた職種

医療機関 患者 自治体

医師

看護師

カウンセラー

受付スタッフ

医師

看護師

カウンセラー

受付スタッフ

医師

看護師

カウンセラー

受付スタッフ

※患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、「十分な説明がなく、不満・不安に思ったことがある」「十分な説明がなく、納得いく施術選択ができなかっ
たことがある」「十分な説明がなく、仕上がりに不満があったことがある」「十分な説明がなく、認識していない健康被害を被ったことがある」との回答が
※1：「施術内容に関して」あった296人の患者が対象
※2：「利用する機器や薬について」あった281人の患者が対象
※3：「施術のリスク（副作用、合併症・後遺症など）に関して」あった256人の患者が対象



美容医療を受けた患者が十分な説明を受けられなかった事例について③

20

○施術を担当する医師から十分な説明を得られなかった理由として、医師以外の職種との会話で実質的に施術が決

まっていたからとする回答が６割以上を占めた。また、医師との相談を希望したが相談させてもらえない、相談し

たいと言い出せない患者が約４割存在した。

13.5% 26.2% 26.2% 5.6% 15.4%

1.9%

11.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施術を担当する医師から十分な説明を得られなかった理由

看護師、カウンセラー、受付スタッフ等との話だけで実質的に施術内容が決められていたため、医師との相談を希望したが相談させてもらえなかったため

看護師、カウンセラー、受付スタッフ等との話だけで実質的に施術内容が決められていたため、医師と相談したいと言い出せなかったため

看護師、カウンセラー、受付スタッフ等との話だけで実質的に施術内容が決められていたため、医師と相談しようと思わなかったため

施術の説明を受けている時は医師だと思っていたが、後から医師ではない看護師、カウンセラー、受付スタッフ等だと気づいたため

医師とも話をしたが、簡単な確認をするのみで、それ以上の診察が得られなかったため

その他

分からない・覚えていない

医療機関 患者 自治体

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、「施術内容」、「利用する機器や薬」、「施術のリスク（副作用、合併症・後遺症など）」、「施術の料金」、
「施術の効果や仕上がり」、「合併症・後遺症が起こった場合の対応」のそれぞれに関して、「十分な説明がなく、不満・不安に思ったことがある」「十分な説明が
なく、納得いく施術選択ができなかったことがある」「十分な説明がなく、仕上がりに不満があったことがある」「十分な説明がなく、認識していない健康被害を
被ったことがある」と回答した患者のうち、主に説明していた職種が「医師以外の職種」または「説明されていない」と回答した267人の患者が対象（重複除き）



美容医療を受けた患者が十分な説明を受けられなかった事例について④

21

○美容医療で施術に関して十分な説明が得られなかったケースにおいて、施術同意書に署名した上で内容を大方理解

していた患者は20％程度に留まった。また、そもそも施術同意書に署名していない患者も一定数存在した。

26名

8.8%

84名

28.4%

78名

26.4%

61名

20.6%

47名

15.9%

34名

13.3%

80名

31.3%

60名

23.4%

47名

18.4%

35名

13.7%

十分な説明を得られなかったケースにおける、施術同意書へ署名・理解状況

医療機関 患者 自治体

※患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、「十分な説明がなく、不満・不安に思ったことがある」「十分な説明がなく、納得いく施術選択ができなかっ
たことがある」「十分な説明がなく、仕上がりに不満があったことがある」「十分な説明がなく、認識していない健康被害を被ったことがある」との回答が
※1：「施術内容に関して」あった296人の患者が対象
※2：「施術のリスク（副作用、合併症・後遺症など）に関して」あった256人の患者が対象

施術内容に関して※1 施術のリスク（副作用、合併症・後遺症など）

に関して※2



医療機関におけるトラブル対応に係る体制について

22

○施術不良に関するトラブルへ対応するための体制について、マニュアル・研修いずれも用意していないと回

答した医療機関が最も多い。

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象
※ その他 ：「上級医師に相談し、院内の医療安全委員会に報告」、「院長自身のみ治療を行うため用意なし」、「医師がその都度診察し、対応を実施」、

「トラブル事例ごとにケースバイケースで指導」、「毎回カンファレンスを実施」 等

33.8%

25.4%

19.4%

14.1%

10.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

いずれも用意していない

マニュアル・研修ともに用意している

マニュアルを用意している

研修を用意している

その他

マニュアル・研修等の有無（複数回答）



医療機関におけるアフターフォローについて①

23

○自院で対応不可能な修正や後遺症について連携する医療機関がないと回答した医療機関は3割を超えた。

また、術後の患者診察について、ルール整備を行っていない医療機関が多く見られ、特に術後翌日に患者診察

については約半数がルールがないと回答した。

52.3%
47.7%

施術後翌日の患者診察のルールがある

あり なし

71.5%

28.5%

施術後数日後から１週間後の

患者診察のルールがある

あり なし

64.3%

35.7%

自院で対応不可能な修正・後遺症について、

連携する診療所や病院

あり なし

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象



医療機関におけるアフターフォローについて②

24

○早期に再施術が必要となる合併症に陥ったケースにおいて、施術を行った医療機関へ相談をした結果、再度説明を

受けたものの納得できなかったと回答した患者が半数近く存在した。

一方、後遺症に陥ったケースにおける医療機関側の対応は様々であった。

医療機関 患者 自治体

※1：患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、 「施術後早期に再施術・治療が必要となる状況（合併症など）に陥ったことがある」と回答した112人の患者の
中で、「施術を行った医療機関に相談した」または「施術を行った医療機関と、別の医療機関の両方に相談した（施術を行った医療機関に相談したが対応が不十分であっ
たため、別の医療機関に相談した等）」と回答した61名の患者が対象
※2：患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、 「施術後長期にわたり自然回復が見込めない状況（後遺症など）に陥ったことがある」と回答した115人の患者
の中で、「施術を行った医療機関に相談した」または「施術を行った医療機関と、別の医療機関の両方に相談した（施術を行った医療機関に相談したが対応が
不十分であったため、別の医療機関に相談した等）」と回答した53名の患者が対象

47.5%

32.8%

24.6%

18.0%

16.4%

14.8%

11.5%

6.6%

4.9%

3.3%

1.6%

1.6%

9.4%

24.5%

17.0%

7.5%

20.8%

20.8%

7.5%

11.3%

13.2%

7.5%

5.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施術に関する事項を改めて説明されたが、納得できなかった

施術に関する事項を改めて説明された上で、納得した

謝罪された

再施術を無償提供された

対応できないと言われた

施術に関する事項を改めて説明された上で、再施術を無償提供された

実施済み施術費用を全額返金された

実施済み施術費用を一部返金された

他の医療機関を紹介された

覚えていない

行政機関を紹介された

その他

合併症または後遺症に陥ったケースにおいて、施術を行った医療機関へ相談をした際の対応（複数回答）

1.施術後早期に再施術・治療が必要となる状況

（合併症など）に陥ったことがある※1

2.施術後長期にわたり自然回復が見込めない状況

（後遺症など）に陥ったことがある※2



2021年4月1日

調査結果

（１）医療機関の医療提供体制について

（２）患者に対する説明・アフターフォローについて

（３）法令に関する理解について

➢医療機関側の理解

➢患者側の理解

（４）契約について

（５）その他 健康被害・相談の状況について



医療機関における法令に関する理解について①

26

○医事法制や消費者保護法制に関する研修やマニュアル等の整備を行っていない医療機関は約半数に上った。

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象
※ 医事法制：医療法、医師法、保健師助産師看護師法
※ 消費者保護法制：消費者契約法、特定商取引法、景品表示法

20.9%

22.8%

15.1%

53.0%

21.8%

27.1%

18.5%

49.4%

17.3%

24.0%

14.6%

57.8%

20.4%

25.4%

17.0%

52.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期的に研修会を開いている

入社時研修の内容に含まれている

マニュアルを配布している

上記すべて行っていない

各医事法制に関する取組（複数回答）

医師

看護師

准看護師

その他スタッフ

14.4%

16.8%

17.5%

60.2%

14.6%

18.5%

18.9%

60.4%

12.5%

16.5%

15.8%

66.2%

14.9%

18.5%

19.2%

60.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期的に研修会を開いている

入社時研修の内容に含まれている

マニュアルを配布している

上記すべて行っていない

各消費者保護法制に関する取組（複数回答）

医師

看護師

准看護師

その他スタッフ



医療機関における法令に関する理解について②

27

○医療法・医師法について、内容について詳しい説明又は大まかな説明が困難と考えられる医療機関が約４割を占め

た。また、それ以外の法令について、詳しい説明又は大まかな説明が困難と考えられる医療機関が過半数に上った。

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象

6.5%

4.3%

34.1%

18.2%

21.8%

27.3%

36.5%

34.5%

37.9%

39.6%

37.4%

37.4%

45.1%

47.0%

23.0%

34.3%

32.6%

28.5%

12.0%

14.1%

5.0%

7.9%

8.2%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療法

医師法

保健師助産師看護師法

消費者契約法

特定商取引法

景品表示法

各種法令の理解度

法律の名前は聞いたことがある 適用されることは知っている 大まかな説明ができる 内容を熟知しており詳しい説明ができる



患者の法令に関する理解について

28

○法令について患者側の理解も及んでおらず、美容医療においても、「医師又は医師の指示を受けた看護師等で

なければ、診療や治療を行ってはならないこと」、「医師は自ら診察せずに治療を行ってはならないこと」を

知らないと回答した患者は4割程度存在した。また、消費者保護法制で定められていることを把握していないという

患者も4割程度存在した。ただし、クーリング・オフについて把握している患者は比較的多く、7割を超えた。

医療機関 患者 自治体

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者が対象
※ 消費者保護法制：消費者契約法、特定商取引法、景品表示法

43.3%

38.3%

56.7%

61.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師は自ら診察せずに治療を行っ

てはならないこと

医師又は医師の指示を受けた看

護師等でなければ、診療や治療を

行ってはならないこと

知らない 知っている

43.8%

36.7%

35.2%

27.8%

56.2%

63.3%

64.8%

72.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

消費者に不利な契約条項は無効に

なること

不当な勧誘により締結した契約は取

り消すことができること

実際の内容と異なる表示や、消費者

に誤認させる表示は禁止されているこ

と

申込書面または契約書面を受け取っ

てから一定の期間内は無条件で解約

できること（クーリング・オフ）

知らない 知っている

美容医療においても、法律で下記について定められていることを知っているか



2021年4月1日

調査結果

（１）医療機関の医療提供体制について

（２）患者に対する説明・アフターフォローについて

（３）法令に関する理解について

➢医療機関側の理解

➢患者側の理解

（４）契約について

（５）その他 健康被害・相談の状況について



医療機関における特定商取引法上の対応について①

30

○特商法上の継続的役務を提供している医療機関において、概要書面や契約書面を交付していない/わからないと

回答した医療機関が3割弱見られた。

医療機関 患者 自治体

※ 特商法：特定商取引に関する法律
※概要書面：事業者が特定継続的役務提供について契約する場合に、当該特定継続的役務提供等契約を締結するまでに消費者に交付する必要のある、当該契約の概要を記
載した書面
※契約書面：事業者が特定継続的役務提供について契約を締結したときに、遅滞なく交付する必要のある、当該契約の内容について明らかにした書面
※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、提供する役務の中に、以下に該当するもののうち、美容を目的とするものであって、

契約期間が１月超かつ契約金額が総額５万円超のものが含まれていると回答した198の医療機関が対象
・脱毛 光の照射又は針を通じて電気を流すことによる方法（例：レーザー脱毛）
・にきび、しみ、そばかす、ほくろ、入れ墨その他の皮膚に付着しているものの除去又は皮膚の活性化
・光若しくは音波の照射、薬剤の使用又は機器を用いた刺激による方法（例：ケミカルピーリング）
・皮膚のしわ又はたるみの症状の軽減 薬剤の使用又は糸の挿入による方法（例：ヒアルロン酸注射）
・脂肪の減少 光若しくは音波の照射、薬剤の使用又は機器を用いた刺激による方法（例：脂肪溶解注射）
・歯牙の漂白 歯牙の漂白剤の塗布による方法（例：ホワイトニングキットを用いたホワイトニング）

6.6%

6.6%

21.2%

19.2%

72.2%

74.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

概要書面

契約書面

特定商取引法上の概要書面及び契約書面の交付有無

わからない いいえ はい



医療機関における特定商取引法上の対応について②

31

○特商法の理解が不足している医療機関ほど、概要書面及び契約書面を交付していない、またはわからないと回答し

ている比率が高かった。

医療機関 患者 自治体

10.7%

7.8%

5.2%

39.3%

33.8%

1.3%

50.0%

58.4%

93.5%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特商法で「法律の名前は聞いたことがある」を選択※1

特商法で「適用されることは知っている」を選択※2

特商法で「大まかな説明ができる」を選択※3

特商法で「内容を熟知しており詳しい説明ができる」を選択※4

特定商取引法上の契約書面の交付有無

わからない いいえ はい

10.7%

7.8%

5.2%

42.9%

35.1%

3.9%

46.4%

57.1%

90.9%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特商法で「法律の名前は聞いたことがある」を選択※1

特商法で「適用されることは知っている」を選択※2

特商法で「大まかな説明ができる」を選択※3

特商法で「内容を熟知しており詳しい説明ができる」を選択※4

特定商取引法上の概要書面の交付有無

わからない いいえ はい

※ 特商法：特定商取引法
※概要書面：事業者が特定継続的役務提供について契約する場合に消費者に交付する必要のある、当該契約の概要を記載した書面
※契約書面：事業者が特定継続的役務提供について契約を締結したときに、遅滞なく交付する必要のある、当該契約の内容について明らかにした書面
※医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、提供する役務の中に、以下に該当するもののうち、美容を目的とするものであって、契約期間が１月超かつ契約金額が

総額５万円超のものが含まれていると回答した198の医療機関の中で、医療提供の内容を規定する特商法の理解について
※1：「法律の名前は聞いたことがある」を回答した28の医療機関が対象 ※2：「適用されることは知っている」を回答した77の医療機関が対象
※3：「大まかな説明ができる」を回答した77の医療機関が対象 ※4：「内容を熟知しており詳しい説明ができる」を回答した16の医療機関が対象
・脱毛 光の照射又は針を通じて電気を流すことによる方法（例：レーザー脱毛）
・にきび、しみ、そばかす、ほくろ、入れ墨その他の皮膚に付着しているものの除去又は皮膚の活性化
・光若しくは音波の照射、薬剤の使用又は機器を用いた刺激による方法（例：ケミカルピーリング）
・皮膚のしわ又はたるみの症状の軽減 薬剤の使用又は糸の挿入による方法（例：ヒアルロン酸注射）
・脂肪の減少 光若しくは音波の照射、薬剤の使用又は機器を用いた刺激による方法（例：脂肪溶解注射）
・歯牙の漂白 歯牙の漂白剤の塗布による方法（例：ホワイトニングキットを用いたホワイトニング）



医療機関における特定商取引法上の対応について③

32

○特商法に関して詳しい説明又は大まかな説明ができる医療機関よりも、適用されることは知っている・法律の名前

は聞いたことがあるという程度の理解の医療機関の方が、中途解約・クーリング・オフの要望に毎回応じていると

回答した割合が少なかった。

医療機関 患者 自治体

※ 特商法：特定商取引法
※医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、提供する役務の中に、以下に該当するもののうち、美容を目的とするものであって、契約期間が１月超かつ契約金額が

総額５万円超のものが含まれていると回答した198の医療機関の中で、医療提供の内容を規定する特商法の理解について
※1：「内容を熟知しており詳しい説明ができる」を回答した16の医療機関が対象 ※2：「大まかな説明ができる」を回答した77の医療機関が対象
※3：「適用されることは知っている」を回答した77の医療機関が対象 ※4：「法律の名前は聞いたことがある」を回答した28の医療機関が対象
・脱毛 光の照射又は針を通じて電気を流すことによる方法（例：レーザー脱毛）
・にきび、しみ、そばかす、ほくろ、入れ墨その他の皮膚に付着しているものの除去又は皮膚の活性化
・光若しくは音波の照射、薬剤の使用又は機器を用いた刺激による方法（例：ケミカルピーリング）
・皮膚のしわ又はたるみの症状の軽減 薬剤の使用又は糸の挿入による方法（例：ヒアルロン酸注射）
・脂肪の減少 光若しくは音波の照射、薬剤の使用又は機器を用いた刺激による方法（例：脂肪溶解注射）
・歯牙の漂白 歯牙の漂白剤の塗布による方法（例：ホワイトニングキットを用いたホワイトニング）

87.5%

79.2%

51.9%

42.9%

3.9%

23.4%

14.3%

1.3%

7.1%

2.6%

12.5%

16.9%

20.8%

35.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特商法で「内容を熟知しており詳しい説明ができる」を選択※1

特商法で「大まかな説明ができる」を選択※2

特商法で「適用されることは知っている」を選択※3

特商法で「法律の名前は聞いたことがある」を選択※4

中途解約・クーリング・オフの要望に対しての対処

毎回、患者の要望に応じている 患者の要望に応じることが多い 患者の要望に応じることは少ない

患者の要望に応じることはほとんどない 患者の要望に応じることは全くない 中途解約、クーリング・オフの要望はこれまでない



契約トラブル事例における説明について

○美容医療で契約や料金支払い等のトラブルや課題が発生したケースにおいて、契約締結前または契約締結時に

契約の解約等の取り扱いに関して十分な説明があったと回答した患者は3割程度に留まり、7割程度は十分な説明が

なかった旨の回答であった。

医療機関 患者 自治体

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、「これまで美容医療で当初の想定を超えた高額な契約を締結してしまったことや、契約期間中に契約解除やクーリング・オフを
行うなど、契約や料金支払い等のトラブルや課題が発生したことがある」と回答した126人の患者が対象 33

36.5%

30.2%

29.4%

36.5%

25.4%

35.7%

12.7%

23.0%

18.3%

7.9%

8.7%

5.6%

6.3%

12.7%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

申込書面または契約書面を受け取ってから一定の期間内は無条件で解

約できること（クーリング・オフ）

消費者が中途解約する際等、事業者が請求できる損害賠償額に上限

があること

事業者が不実告知や故意の不告知等を行った結果、消費者が誤認

し、契約の申込み又はその承諾の意思表示をした時には消費者がこれを

取り消すことができること

契約や料金支払い等のトラブルや課題が発生したケースにおける

契約締結前・締結時の説明度合い

十分説明があった 一部説明があった ほぼ説明がなかった 全く説明がなかった 覚えていない



契約トラブル事例における不正な誘引等について

34

○美容医療で契約や料金支払い等のトラブルや課題が発生したケースにおいて、

施術によるリスクに関する誇大・虚偽表現による契約への誘引を経験した患者が最も多かった。

医療機関 患者 自治体

35.7%

31.0%

29.4%

27.8%

27.0%

13.5%

9.5%

9.5%

2.4%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

施術によるリスクに関する誇大・虚偽表現による契約への誘引

（副作用やダウンタイムがないと説明するなど）

施術効果に関する誇大・虚偽表現による契約への誘引

（絶対に小顔になれる施術であると説明するなど）

施術費用の割引提示による契約への誘引

（即日施術による割引、複数回・長期契約による割引、…

施術費用に関する誇大・虚偽表現による契約への誘引

（広告には低価格プランを提示するなど）

希望した施術プランよりも高額なプランへの強い推奨

（高額な施術や器具、薬剤など紹介するなど）

威圧的な態度による契約への誘引

（部屋に長時間閉じ込める、契約を急かすなど）

希望した施術に加えて、別プランへの強い推奨

（別の部位への施術も提案するなど）

不安を煽る説明による契約への誘引

（このままでは悪化する、すぐに施術する必要があると説明するなど）

上記の誘引・推奨を含む、医師以外のカウンセラー等からの誘引・推奨

その他

契約や料金支払い等のトラブルや課題が発生したケースにおける契約への誘引・威迫等の経験有無（複数回答）

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、「これまで美容医療で当初の想定を超えた高額な契約を締結してしまったことや、契約期間中に契約解除やクーリング・オフを
行うなど、契約や料金支払い等のトラブルや課題が発生したことがある」と回答した126人の患者が対象



契約トラブル事例における医療機関の対応について

35

○美容医療で契約や料金支払い等のトラブルや課題が発生したケースにおける医療機関側の対応について、

患者が契約解除を求めたが、拒否されたとの回答が最も多かった。

医療機関 患者 自治体

34.1%

27.8%

22.2%

16.7%

15.1%

13.5%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

契約解除を求めたが、拒否された

返金に応じてもらえなかった

クーリング・オフを求めたが、拒否された

高額な違約金を請求された※

覚えていない

収入に見合わない医療ローンを組まされた

その他

契約や料金支払い等のトラブルや課題が発生したケースにおける医療機関側の対応（複数回答）

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、「これまで美容医療で当初の想定を超えた高額な契約を締結してしまったことや、契約期間中に契約解除やクーリング・オフを
行うなど、契約や料金支払い等のトラブルや課題が発生したことがある」と回答した126人の患者が対象



売上げの上昇に対する従事者のインセンティブについて

36

○売上上昇に対して職員にインセンティブを与えていると回答した医療機関も一定数存在し、特に看護師に対してイ

ンセンティブ設計をしているものが相対的に多い。

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象

13.2%

16.5%

11.0%

11.5%

10.1%

14.6%

10.3%

12.2%

4.3%

4.1%

3.8%

4.6%

1.0%

0.0%

0.5%

0.5%

4.8%

8.4%

5.3%

6.0%

75.3%

64.3%

76.0%

74.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師

看護師

施術スタッフ（医師・看護師以外）

カウンセラー

売上上昇に対する職員へのインセンティブ制度（複数回答）

売上金額に応じた報酬体系が存在する

一定期間（一ヶ月など）ごとの売上目標

が存在する

一定期間（一ヶ月など）ごとの職員別の

売上高を見える化して全体共有している

業績不振だった場合に何らかのペナルティが

存在する

売上を上昇させるためのその他の取組みが

存在する

動機付けを促す仕組みは特に存在しない



2021年4月1日

調査結果

（１）医療機関の医療提供体制について

（２）患者に対する説明・アフターフォローについて

（３）法令に関する理解について

➢医療機関側の理解

➢患者側の理解

（４）契約について

（５）その他 健康被害・相談の状況について



美容医療における合併症・後遺症経験有無

38

○美容医療を受けたことで合併症または後遺症に陥った経験を有する患者は約40％程度存在した。

112名

18.7%

115名

19.2%
390名

65.0%

これまで美容医療を受けたことで合併症や後遺症に陥ったことがあるか（複数回答）

施術後早期に再施術・治療が必要となる状況（合併症など）に陥ったことがある

施術後長期にわたり自然回復が見込めない状況（後遺症など）に陥ったことがある

再施術・治療が必要となる状況に陥ったことはない

医療機関 患者 自治体

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者が対象
※なお、上記対象者は美容医療を受けたことがある者のうち、何らかの問題の経験があるとして詳細設問に回答した者



美容医療における合併症等について

39

○美容医療を受けたことで被った合併症等としては、熱傷が最も多く、次点に重度の形態異常、皮膚壊死・皮膚潰瘍

が続いた。

施術後早期に再施術や治療が必要な状況（合併症など）に陥ったケースにおける具体的な症状（複数回答）

医療機関 患者 自治体

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、 「施術後早期に再施術・治療が必要となる状況（合併症など）に陥ったことがある」と回答した112人の患者が対
象

25.0%

23.2%

22.3%

17.9%

17.0%

15.2%

15.2%

6.3%

3.6%

2.7%

2.7%

0% 10% 20% 30%

熱傷（水泡形成などII度熱傷以上のもの）

重度の形態異常（本来の美容治療目的に沿わず、修正に

は再治療を必要とするもの）※理想的な形にならなかった…

皮膚壊死、皮膚潰瘍（手術や注入剤の塞栓によるものな

ど）

局所感染症（膿瘍や蜂窩織炎、人工物感染など抗生剤の

投与などを必要とするもの）

顔面・脊髄神経麻痺（6か月以内の自然回復が見込めるも

の）

異物肉芽腫、しこり形成（脂肪壊死など）

治療後の形態的左右差（修正には再治療、再手術を必要

とするもの）

左右（治療部位）取り違え、患者（治療内容）取り違え

消化器障害

骨折

出血多量（輸血を必要とするもの）

1.8%

1.8%

1.8%

1.8%

0.9%

0.9%

0.9%

0.0%

3.6%

15.2%

5.4%

0% 10% 20% 30%

低酸素脳症

敗血症

脳梗塞

凍傷

兎眼、角膜炎（角膜潰瘍）

アナフィラキシ―ショック

呼吸器障害

腹膜炎

上記以外の重度の合併症（手術、入院加療、継続的な通

院治療を必要とするもの）

上記に当てはまるものはない

分からない



美容医療における後遺症等について

40

○美容医療を受けたことで被った後遺症等としては、軽度の脱毛が最も多く、次点にケロイド・肥厚性瘢痕/重度の瘢

痕、色素沈着/色調異常が続く。

施術後長期にわたり自然回復が見込めない状況（後遺症など）に陥ったケースにおける具体的な症状（複数回答）

医療機関 患者 自治体

20.0%

19.1%

18.3%

17.4%

15.7%

14.8%

13.9%

13.9%

6.1%

4.3%

3.5%

3.5%

0% 10% 20% 30%

軽度の脱毛

ケロイド・肥厚性瘢痕、重度の瘢痕（皮膚の傷）

色素沈着、色調の異常（紅班など）

軽度の変形、左右差

その他の軽度な後遺障害（写真では分かりくい程度のも

の）

軽度の知覚障害

軽度の瘢痕（治療で改善できない程度の目立たない皮膚の

傷）

白斑（脱色素斑）

腫瘤・腫瘍形成（異物肉芽腫）

重度の変形、左右差（陥凹、偏位による変形など写真上で

も明らかなもの）

顔面神経麻痺

開口障害

3.5%

3.5%

1.7%

1.7%

1.7%

0.9%

0.9%

0.9%

0.0%

0.0%

2.6%

10.4%

0.9%

0% 10% 20% 30%

身体障碍者障害等級の1級から7級に該当するもの（失明

を除く）

PTSDなど精神疾患（明らかに美容治療との因果関係を認

めるもの）

重度の知覚障害

開瞼・閉瞼障害（兎眼など）

失明

運動機能障害、可動域制限

重度の脱毛

咬合不全

複視、眼球運動障害

その他の臓器の機能不全

上記以外の重度の後遺障害

上記に当てはまるものはない

分からない

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、 「施術後長期にわたり自然回復が見込めない状況（後遺症など）に陥ったことがある」と回答した115人の
患者が対象



自治体に対する相談の状況について
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〇これまで相談があった美容医療の内容としては、医師以外による施術が最も多く、半数を超えていた。

次いで、施術不良や合併症・後遺症、契約に関するトラブルが続いた。

医療機関 患者 自治体

54.9%

45.1%

37.6%

31.6%

6.0%

25.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師以外による施術

施術不良、合併症・後遺症

契約に関するトラブル（消費者法・特商法・景表法・広告ガイドライン関連）

施術に関する情報提供（インフォームドコンセント）の不足

即日施術

その他

これまで相談があった美容医療の内容（複数回答）

※ 保健所向け調査でこれまで美容医療に関する相談を受けた実績があると回答を得られた222の保健所のうち、無回答票を除く133の保健所が対象



実態調査の小括
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◼ 医療提供体制について

• 臨床研修修了直後の医師を過去５年間において採用したと回答した医療機関はいずれの年も１割未満に留まっていた一方で、
十分な経験年数や治療件数がない医師が１人で治療に携わっている実態があると考えられる。

• また、従事する医師について専門性等に関する要件を設けている医療機関は半分以下であった。

• カウンセラーについては、４割以上の医療機関で採用しているとの回答があり、カウンセラーから診察・施術を受けたことがあると回答
した患者が一定数存在した。

• 施術技術に関する研修や、施術後の管理についてのルールがないと回答した医療機関も一定数存在した。

◼ 患者に対する説明・アフターフォローについて

• 美容医療において医療機関から十分な説明を得られなかったと回答した患者は一定数見られた。また、その理由として、看護師や
カウンセラー等との話で実質的に施術内容が決まっていたと回答した患者が６割を超えた。

• アフターフォローに関して、施術不良に関するトラブルへ対応するための体制について、マニュアル・研修いずれも用意していないと回
答した医療機関が３割を超えた。自院で対応不可能な修正や後遺症について連携する医療機関がないと回答した医療機関も３
割を超えた。

• 他方で、合併症に陥ったケースにおいて、患者が治療を行った医療機関へ相談をした結果、再度説明を受けたものの納得できな
かったと回答した者が半数近く存在した。

◼ 法令に関する理解について
• 医療法・医師法について内容について説明できないと回答した医療機関が約４割を占めた。また、保健師助産師

看護師法や消費者保護法制については、より理解度が低い傾向が見られた。

• 患者に関しても、医師法の基礎的なルールを知らないと回答した者は約４割を占めた。

◼ 契約について
• 特定継続的役務を提供しているにもかかわらず、特商法上必要な書面を交付していない／わからないと回答した

医療機関が３割弱存在した。

• 美容医療で契約トラブル等が発生したケースにおいて、施術によるリスクに関する誇大・虚偽表現による契約への誘引を経験した患
者が最も多く、威圧的な態度による契約への誘引を経験した患者も存在した。



2021年4月1日

１．ヒアリングで指摘された問題

２．実態調査結果

３．本日の論点



美容医療の質の向上のための対応案について本日議論頂きたい論点①
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• 美容医療を行う上での、適切な治療法の選択、患者への説明内容・説
明方法、後遺症対応・アフターケア、医療提供体制、研修・教育体制等が
示された指針・ガイドラインがない

• 医療の質を向上するための基準を遵守するインセンティブを創出する
必要

• 患者は美容医療に関する情報を十分に保有・理解していないことに加
え、患者の多くはインターネットやSNS等の手段により情報を取得して
おり、患者に質の高い医療機関を適切に選択するための正しい情報が
行き渡っていない

• 美容医療は傷病の治療の必要はない患者に対して行うものであり、そ
れによって健康被害が生じている一方で、都道府県等による医療機関
への立入検査等の実施には体制上の限界があり、美容医療を提供する
医療機関に網羅的かつ定期的に立入検査等を行って安全管理措置を
確認することは困難

• 副作用や合併症などが発生した際には、当該治療を行った医療機関に
おいてアフターケアの対応をするべきであるが、現在、そのような対応
を行わせる仕組みが存在しない

課題 対応案

• 関係団体によるガイドライン策定

• 美容医療を提供する医療機関の安
全管理措置の実施状況等の定期的
な報告、報告内容の公表

• 医療機関が遵守する事項・法制度、
美容医療のリスク等、適切な医療機
関の選択に資する情報について、国
民向けに周知・広報

• 医療広告のネットパトロールの強化

Ⅰ.これまでの議論も踏まえると、以上の課題及び対応案が考えられるのではないか。



美容医療の質の向上のための対応案について本日議論頂きたい論点②
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Ⅱ.関係団体によるガイドライン策定及び関連制度の整備

• ガイドラインの内容として、以下の事項ではどうか。他に盛り込むべきことはあるか

➢ 医事法制や消費者保護法制等の遵守すべき関係法令の内容、明確な解釈

➢ 治療内容及び医療の質の標準化（治療に伴うリスクの程度を踏まえた、標準的な治療内容・手技、医療機関における
医師数や経歴・専門性に関する事項、副作用や後遺症に関するリスクの説明方法、修正や後遺症治療の方法等）

➢ 事故発生時の対応（アフターフォローの内容、紹介先医療機関との連携、（侵襲性の特に高い治療を行う場合につい
て）急変時の体制の構築）
※ 医療事故が発生した場合は、法令上、医療事故調査・支援センターに報告等を行うこととされている。

➢ 医師の指導・教育体制（経験・年次・専門性等に応じた治療の実施や、研修制度、指導担当医師による教育システム
等）

➢ 契約締結時において最低限遵守すべきルール（医師による説明内容、カウンセラーとの役割分担、即日治療の原則
禁止（強引な手法等を用いて契約を締結する動機につながるインセンティブ制度のあり方を含む）等）

• ガイドラインの作成・発出主体について、関係学会が協力することとしてはどうか



美容医療の質の向上のための対応案について本日議論頂きたい論点③
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Ⅲ.適切な医療機関の選択に資する情報について、国民向けに周知・広報

• 美容医療に関する国民の理解促進のために、どのような周知・啓発等を行うことが考えられるか

Ⅳ.美容医療を提供する医療機関の安全管理措置の実施状況等の定期的な報告、報告内容の公表

• 美容医療を行う病院又は診療所を対象として、医療機関としての安全管理措置の実施状況等について、年一回の頻度で、
都道府県知事等に対して定期的な報告を行うこととしてはどうか。また、報告内容は、国民からのチェック機能が働くよう
に、都道府県知事等が公表することとしてはどうか。

• 治療に伴うリスクの程度も踏まえ、美容医療のうち報告を求めるべき範囲（治療の種類）及び、それについての適切な報告
事項はどのようなものが考えられるか。具体的には、安全管理の体制を把握するためには、医療法に基づく安全管理措置
の実施状況等に加え、医師の専門医資格の有無、副作用や合併症等の問題が起こった場合に患者が相談できる連絡先等
を報告させることが考えられるが、治療に伴うリスクの程度も踏まえどのように考えるか



2021年4月1日

参考資料



医療提供に関するルールについて
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○ 医師法や医療法等、保険診療と自由診療に共通に適用されるルールがある一方、保険診療を行い診療報酬を請求

する場合には、そのうえで、保険診療に係る関係法令に従う必要がある。

保険診療 自由診療

消費者契約法

特定商取引法

景品表示法

医療以外の
物品・サービス
にも適用される

医師法
無資格医業の禁止、無診察診療の禁止、診療録の記載、臨床研修未修了医師の診療禁止 等

※関連して、オンライン診療の適切な実施に関する指針、診療情報の提供に関する指針 等

医療法

保険診療に係る関係法令

診療報酬の算定方法（告示）：

診療報酬を算定するための要件

施設基準告示：個々の点数を算定する医療機関の
人員や設備の基準

療養担当規則：保険診療の基本的なルール

保険診療の場合に適用される左記

のルールは、自由診療においては

存在しない。

医師等の責務（努力義務）、医療広告の制限、医療事故の報告義務、開設の許可申請・

届出、構造設備基準等の遵守、従業者への監督義務 等

※関連して、インフォームドコンセントの取扱い通知、医療広告ガイドライン 等

不当な勧誘より締結させられた契約の取消し、不当な契約条項の無効 等

特定継続的役務提供に関する不適正な勧誘の禁止、クーリング・オフ 等

不当な表示の禁止 等

※このほか、医薬品等の流通は薬機法、再生医療の実施については再生医療法で規制。各種の資格法として、保健師助産師看護師法等がある。

※上図は簡略化したものであり、全ての規制等を示すものではない。

第１回 美容医療の適切な実施に関する検討会
資料１

令和６年６月27日



医療提供に関する確認や、指導・監査の仕組みについて
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○ 医療法に基づく立入検査は、都道府県等が必要があると認めるときに行うものであり、すべての病院、診療所、

助産所が対象となる。なお、無床診療所の立入検査に関しては、随時行うこととされており、必ずしも行うことと

はされていない。

○ 一方、保険診療に係る請求や届出、指導・監査の仕組み等は、保険医療機関における保険診療にのみ適用される。

保険診療 自由診療

医療法

診療所開設の届出、病院開設の許可

立入検査：病院（原則毎年）、有床診療所（概ね３年に１度）、無床診療所・助産所（随時）法令等によ

り規定された人員、構造設備を有し、かつ、適正な管理を行っているか、書類等に法定の記載内

容が記されているか等について検査を実施。

保険診療に係る関係法令

（健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律）

診療報酬の請求：医療機関は、毎月診療報酬の請求を実施。審査支払機関により、その
内容が算定要件に照らして適切かを確認。

施設基準の届出：施設基準に変更があった場合には地方厚生（支）局に届出。地方厚生
（支）局では、届出後半年以内に、当該内容が満たされているか調査。
また、医療機関は毎年自己点検と報告を実施。

指導・監査 ：違反が疑われる場合以外にも、保険医療機関の開設時や、レセプト１
件当たりの平均点数が高い場合等に、書類の記載内容の適切性や、診
療実態が請求内容と一致しているかについて、個別に指導を実施。

保険医療機関において適

用される左記のような確

認・指導監査の仕組みは、

自由診療には存在しない。

※上図は簡略化したものであり、全ての規制等を示すものではない。

第２回
美容医療の適切な実施に関する検討会 資料

１
令和６年６月27日



消費者保護法制の概要
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〇 主な消費者保護法制としては、消費者契約法、特定商取引法、景品表示法がある。

• 消費者と事業者間で持っている情報の質・量や交渉力に格差がある状況を踏まえ、消費者の利益を守る目的

• 消費者契約について、不当な勧誘により締結させられた契約の取消しと不当な契約条項の無効等を規定

消費者契約法

• 訪問販売、通信販売、連鎖販売取引等といった消費者トラブルを生じやすい特定の取引形態を対象として、消

費者保護と商品等の流通・役務提供の適正化・円滑化を図る目的

• 事業者の不適正な勧誘・取引を取り締まるための「行為規制」やトラブル防止・解決のための「民事ルール」

(クーリング・オフ等)を規定

• 美容医療との関係では、特に特定継続的役務提供、通信販売、アポイントメントセールス（訪問販売）、モニ

ター商法（業務提供誘引販売取引）等が問題となる。

特定商取引法

• 一般消費者がより良い商品等を自主的かつ合理的に選べる環境を守る目的

• 商品やサービスの品質、内容、価格等について著しく優良又は有利であると一般消費者に誤認される表示に対

する規制（表示規制）や、過大な景品類の提供を防ぐための景品類の最高額の制限等（景品規制）を規定

景品表示法

第１回 美容医療の適切な実施に関する検討会
資料１

令和６年６月27日



○ 消費者庁、独立行政法人国民生活センターと連携し、以下のリーフレットを発出している。

美容医療における医療安全向上への取り組み
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第１回 美容医療の適切な実施に関する検討会
資料１

令和６年６月27日



52.3%

68.5%

47.7%

31.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所属あり※1

所属なし※2

管理者の美容関連学会への所属有無別

設けていない 設けている

49.1%

74.2%

50.9%

25.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門医資格あり※3

専門医資格なし※4

管理者の専門医資格保有有無別

設けていない 設けている

（参考）診療に従事する医師の経験・専門性について

52

○管理者が美容関連学会に所属していない、または専門医資格を保有していないと回答した医療機関では、そこに従

事する医師について、施術を行う上での要件を設けていないと回答した医療機関が相対的に多い。

従事する医師について、施術を行う上で経験年数や実績、医療機関内での研修、専門医等の要件の有無

医療機関 患者 自治体

※美容関連学会：日本美容外科学会（JSAS）、日本美容外科学会（JSAPS）、日本美容皮膚科学会、日本形成外科学会、日本皮膚科学会のいずれか
※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、
※1：管理者が所属する学会が「日本美容外科学会（JSAS）、日本美容外科学会（JSAPS）、日本美容皮膚科学会、日本形成外科学会、日本皮膚科学会」の
いずれかを回答した363の医療機関が対象
※2：管理者が所属する学会が「日本美容外科学会（JSAS）、日本美容外科学会（JSAPS）、日本美容皮膚科学会、日本形成外科学会、日本皮膚科学会」の
いずれかを回答しなかった54の医療機関が対象
※3：管理者が保有する専門医資格が「日本美容外科学会（JSAS）、日本美容外科学会（JSAPS）、日本美容皮膚科学会、日本形成外科学会、日本皮膚科学会、
その他関連学会」のいずれかのものを回答した328の医療機関が対象
※4：管理者が保有する専門医資格が「日本美容外科学会（JSAS）、日本美容外科学会（JSAPS）、日本美容皮膚科学会、日本形成外科学会、日本皮膚科学会、
その他関連学会」のいずれかのものを回答しなかった89の医療機関が対象



（参考）診療に従事する看護師の経験・専門性について

53

○看護師・准看護師の従事要件を設けていないと回答した医療機関が半数を超えていた。

要件を設けている医療機関は自身の医療機関での経験や研修を重視する傾向にあった。

医療機関 患者 自治体

※1：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象
※2：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、「従事する看護師・准看護師について、経験年数や実績、研修、認定・専門看護師等の要件を
設けている」と回答した177の医療機関が対象

57.6% 42.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従事する看護師・准看護師について、経験年数や実績、研修、認定・専門看護師等の要件の有無
※1

設けていない 設けている

62.1%

54.2%

49.7%

45.8%

38.4%

8.5%

5.6%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貴医療機関内スキル認定

貴医療機関内での研修制度の修了

臨床経験年数(看護師・准看護師歴)

美容医療経験年数

美容医療以外の領域における経験有無

特定行為研修修了有無

認定・専門看護師取得有無

その他

設けている場合、具体的な要件（複数回答）
※2



（参考）研修体制について

54

○麻酔下での侵襲の大きな施術を行う医療機関の中でも、医師に対する麻酔・全身管理に関する研修がない医療機関

が4割程度見られた。研修がない理由として、必要性を感じないなどの意見も見られた。

61.7%

38.3%

麻酔下施術を行う医師に対する麻酔・全身管理に関する研修の有無
※1

あり なし

医療機関 患者 自治体

※1：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、実施している美容医療の類型が「全身麻酔や静脈鎮静を併用する、切開の中でも侵襲の大きな施術
（脂肪吸引、豊胸手術など）」と回答した81の医療機関が対象
※2：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、実施している美容医療の類型が「全身麻酔や静脈鎮静を併用する、切開の中でも侵襲の大きな施術
（脂肪吸引、豊胸手術など）」と回答した81の医療機関の中で、「麻酔下施術を行う医師に対する麻酔・全身管理に関する研修」がないと回答した31の
医療機関が対象

22.6%

6.5%

6.5%

3.2%

71.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研修の必要性を感じないから

研修のやり方がわからないから

経営者の判断によるから

研修の準備・実施に時間や費用がかかるから

その他

「麻酔下施術を行う医師に対する麻酔・全身管理に関する研修」がない理由（複数回答）
※2



（参考）即日施術関係

55

○即日施術を実施していると考えられる回答の医療機関は80%以上存在した。

3.1%

17.3% 62.4% 17.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

即日施術

即日施術を積極的に勧めている 即日施術を提案することがある

即日施術を提案することはないが、患者の希望に応じて実施することがある 即日施術を実施することはない

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象



（参考）即日施術関係

56

○患者の半数以上が初回の受診当日に施術を受けた経験を有していた。

59.8% 34.5% 5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初回受診当日の施術経験の有無

はい いいえ 覚えていない

医療機関 患者 自治体

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者が対象



（参考）売上げの上昇に対する従事者のインセンティブについて

57

○売上上昇に対して職員にインセンティブを与えていると回答した医療機関も一定数存在し、特に看護師に対してイ

ンセンティブ設計をしているものが相対的に多い。

医療機関 患者 自治体

※ 医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象

13.2%

16.5%

11.0%

11.5%

10.1%

14.6%

10.3%

12.2%

4.3%

4.1%

3.8%

4.6%

1.0%

0.0%

0.5%

0.5%

4.8%

8.4%

5.3%

6.0%

75.3%

64.3%

76.0%

74.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師

看護師

施術スタッフ（医師・看護師以外）

カウンセラー

売上上昇に対する職員へのインセンティブ制度（複数回答）

売上金額に応じた報酬体系が存在する

一定期間（一ヶ月など）ごとの売上目標

が存在する

一定期間（一ヶ月など）ごとの職員別の

売上高を見える化して全体共有している

業績不振だった場合に何らかのペナルティが

存在する

売上を上昇させるためのその他の取組みが

存在する

動機付けを促す仕組みは特に存在しない



（参考）即日施術関係

58

○即日施術を行う医療機関では、インセンティブ制度を設けている比率がやや高かった。即日施術を実施する医療

機関が多い背景には、売上上昇に対する職員へのインセンティブ制度があるものと考えられる。

14.2%

18.8%

12.8%

13.3%

10.1%

15.4%

10.7%

13.0%

3.8%

4.1%

3.5%

4.3%

0.9%

0.0%

0.3%

0.6%

4.1%

8.7%

5.2%

6.1%

74.5%

61.4%

73.6%

72.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師

看護師

施術スタッフ（医師・看護師以外）

カウンセラー

売上上昇に対する職員へのインセンティブ制度

（即日施術実施あり医療機関）
※1

8.3%

5.6%

2.8%

2.8%

9.7%

11.1%

8.3%

8.3%

6.9%

4.2%

5.6%

5.6%

1.4%

0.0%

1.4%

0.0%

8.3%

6.9%

5.6%

5.6%

79.2%

77.8%

87.5%

87.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師

看護師

施術スタッフ（医師・看護師以外）

カウンセラー

売上上昇に対する職員へのインセンティブ制度

（即日施術実施なし医療機関）
※2

医療機関 患者 自治体

※1：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、「即日施術を積極的に勧めている」、「即日施術を提案することがある」、「即日施術を提案する
ことはないが、患者の希望に応じて実施することがある」と回答した345の医療機関が対象
※2：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、「即日施術を実施することはない」と回答した72の医療機関が対象



（参考）即日施術関係

59

○初回の受診当日に施術を受けた患者の半数以上は施術内容やリスク等について十分な説明を受けており、大半の患

者は自ら当日施術を希望していた。しかし、その結果、仕上がり不良や健康被害を被った患者は30％程度存在した。

医療機関 患者 自治体

78.3%

59.6%

31.5%

14.8%

21.7%

62.7%

7.0%

18.7%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当日施術は自ら希望したか

施術の内容やリスク、料金、合併症・後遺症が起こった場合の対応などにつ

いて十分に説明があったか

当日施術の結果、仕上がり不良や健康被害を被ったか

当日施術実施の時に、以下の事象は発生したか

はい いいえ 覚えていない

※ 患者向け調査で回答を得られた600人の患者のうち、「これまで美容医療で初回の受診当日に施術が行われたことがある」と回答した359人の患者が対象



（参考）契約金額の問題

60

○患者の想定と実際の契約額には乖離があると考えている医療機関が約40%存在し、原因として実態と広告の乖離や

広告のわかりにくさなどを挙げていた。

10.3% 27.3% 30.5% 31.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

美容医療にあたり、患者が想定する金額と実際に契約に至る金額には乖離があると思うか
※1

そう思う どちらかというとそう思う どちらかというとそう思わない そう思わない

医療機関 患者 自治体

※1：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象
※2：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関のうち、※1に対して、「そう思う」、「どちらかというとそう思う」、「どちらかというとそう思わない」
と回答した284の医療機関が対象

46.8%

22.5%

19.4%

12.3%

22.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自医療機関の広告と他医療機関の広告を混同しているから

自医療機関もしくは所属グループの患者向け広告に、実際にはあり得ないほど安価な金額が

記載されているから

自医療機関もしくは所属グループの患者向け広告に記載のある安価が適用される条件が正し

く理解されていないから

自医療機関もしくは所属グループの患者向け広告に、安価が適用される条件が記載されてい

ないから

その他

患者が想定する美容医療の金額と実際に契約に至る金額に乖離がある原因（複数回答）
※2



（参考）法規制についての認識

61

○患者・医療機関・自治体すべて半数以上は美容医療に係る法的な規制や対策が必要であると考えていた。

59.3% 20.7% 20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ どちらともいえない

HIFUや脂肪吸引等による事故を踏まえた法的な規制や対策の必要性

68.8% 31.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ

医療機関
※1

65.3% 3.2% 31.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要があると考える 必要はないと考える どちらともいえない

自治体
※2

医療機関 患者 自治体

※1：医療機関向け調査で回答を得られた417の医療機関が対象
※2：保健所向け調査でこれまで美容医療に関する相談を受けた実績があると回答を得られた222の保健所のうち、無回答票を除く219の保健所が対象
※3：患者向け調査で回答を得られた600人の患者が対象

患者
※3
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